
4 総事業費 千円

を制度化すること

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 新規 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 開かれた学校推進事業
会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
項

外部評価委員会を設置する学校数 校
目標 ― 目標

20
目 実績 実績

施　策 9 開かれた学校づくり
細目

城東中学校学校運営委員会の開催回数 回
目標 ― 目標

5
細々目 実績 実績

基本計画該当頁 128 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード ４５０３００ 評価者

氏　名
加納圭子 連絡先

22 - 2967 実績 実績

名称 教育部　学校教育課 (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

児童生徒・地域・保護者
学校運営をより理解し、学校・地域・保護者相互の連携が深まる。

学校マニフェストの外部評価によ
る各評価項目の満足度

学校外部評価委員会及び学校運営委員会
が十分機能しているかどうかが指標となる。

％
目標 目標

80
実績 実績

目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 20 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
・伊賀地域初のコミュニティ･スクールである伊賀市立城東中学
校の開校にむけての体制づくりを行う。
・信頼される学校づくりのための学校評価システムを構築し、学
校運営の質的改善をめざす。
【コミュニティ・スクール】
　保護者や地域の方々が学校運営に参加する学校
【学校評価システム】
　保護者や地域の方々による学校評価を実施し、公表すること

状
況
変
化
等

今後も、公教育に対する期待は大きくなっていく。学校は、
地域・保護者との連携をより深めるとともに、十分に説明
責任を果たしていくことが求められていく。学校教育方針を
学校マニフェストで公表し、学校評価をより進め、学校改
革に取り組んでいくことが必要である。

評価項目

必要性

ポイント

4
城東中学校の開校が平成２１年４月に迫り、組織体制づくりは急務である。また、学校評価システムの構築には、学校マ
ニュフェストや管理職の勤務評価システムとの整合性が必要となり、また個人情報を多く含むことから、教育委員会事務局
の事務として位置づけることはやむをえない。

評価項目についてのコメント

有効性 4
閉鎖的といわれ学校の体質を改善し、開かれた学校としていくためには、学校評価システムの構築や地域や保護者の代
表が学校運営に参画するコミュニテ･スクールの開校は極めて必然である。

達成度

効率性 4
指定校において調査研究することで、その結果をもとに市内全校の体制を確立することができる。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ａ

事業の方向性 改善についての取り組み

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
コミュニティ･スクール推進事業委託料 1 校 300 コミュニティ･スクール推進事業委託料 1 校 300 コミュニティ･スクール推進事業委託料 1 校 300
学校評価システム構築事業 6 校 300 学校評価システム構築事業 6 校 300 学校評価システム構築事業 6 校 300

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 600 事業費計(A) 　 Σ 600 事業費計(A) 　 Σ 600

事業投入人員 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880 人件費（Ｂ） 0.4 人 2,880

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 0 0 0 3,480 3,480 3,480

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 0 0 0 600 600 600

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 0 0 0 600 600 600
計 0 0 0 600 600 600

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

教職員研修経費より組み替える。

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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